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（地域密着型）認知症対応型通所介護重要事項説明書 

 〔 令和6年4月1日 現在 〕 

 

１ 当事業所が提供するサービスについての相談・苦情などの窓口 

電話 （０１５５－６７－７９５８） 

担当 管理者 清野 紀子        重要事項説明者               

各市区町村でも受け付けております。※ご不明な点は、何でもお尋ねください。 

 

２ 認知症対応型通所介護の概要 

（１）事業者の指定番号およびサービス提供地域 

事業所名 （地域密着型）認知症対応型通所介護 Story 

所在地   中川郡幕別町札内共栄町１７５番地の８ 

介護保険指定番号 通所介護事業 （北海道 0194700712 号） 

サービス提供地域 幕別町（忠類地区を除く） 

 

（２）営業時間 

月  ～  金 午前８：３０  ～  午後１７：３０ 

※ 12月30日～1月3日を除く 

 

（３）サービス提供時間 

月  ～  金 午前９：１５  ～  午後１６：２０ 

※ 12月30日～1月3日を除く 

 

（４）職員体制 

 資  格 常  勤 非常勤 計 

管理者 介護支援専門員、介護福祉士 １名 名 １名 

生活相談員 介護福祉士又は介護職員初任者研修修了者 ２名 名 ２名 

看護師 看護師・准看護師 １名 名 １名 

機能訓練指導員 看護師・准看護師 １名 名 １名 

介護職員 介護福祉士または介護職員初任者研修修了者 ２名 ３名 5名 

※ 上記人数以上の体制を確保する。 

    

              

（５）事業計画及び財務内容について 

事業計画及び財務内容については、利用者及びその家族にとどまらず全ての方に対し、求めがあれば閲覧すること

ができます。 
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３ 事業の目的及び運営の方針 

事業の目的 要介護状態となった場合においても、その利用者が可能な限りその居宅において、その有する

能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう生活機能の維持又は向上を目指し、必要な

日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者の社会的孤立感の解消及び心身の機能

の維持並びに利用者の家族の身体的及び精神的負担の軽減を図ることを目的とする。 

運営の方針 １ 利用者の要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよう、利用者の心身の状況、希望及びそ

の置かれている環境を踏まえて、機能訓練等の目標、当該目標を達成するための具体的なサー

ビスの内容等を記載した認知症対応型通所介護計画を作成し、計画的にサービス提供を行うも

のとする。 

２ 事業者は、介護技術の進歩に対応して適切な介護技術をもってサービスの提供を行うととも

に、自らその提供するサービスの質の評価を行い、常に改善を図るものとする。 

３ 事業の実施に当たっては、利用者が住み慣れた地域での生活を継続することができるよう、

地域住民との交流や地域活動への参加を図りつつ、利用者の心身の状況を的確に把握し、適切

に行うものとする。 

４ サービス提供に当たっては懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者の意思及び人格を尊重し、

利用者の有する能力に応じ自立した日常生活を送ることができるよう相談援助等の生活指導、

機能訓練その他必要なサービスを適切に提供する。 

５ 前４項のほか、「幕別町指定地域密着型サービス基準条例（平成２５年３月２２日条例第１

５号）」第７０条及び第７１条に定める内容を遵守し、事業を実施するものとする。 

 

４ 提供するサービスの内容及び費用について 

（１）提供するサービスの内容 

サービス区分と種類 サ ー ビ ス の 内 容 

通所介護計画の作成 

1 利用者に係る居宅介護支援事業者が作成した居宅サービス計画（ケア

プラン）に基づき、利用者の意向や心身の状況等のアセスメントを行

い、援助の目標に応じて具体的なサービス内容を定めた通所介護計画

を作成します。 

2 通所介護計画の作成に当たっては、その内容について利用者又はその

家族に対して説明し、利用者の同意を得ます。 

3 通所介護計画の内容について、利用者の同意を得たときは、通所介護

計画書を利用者に交付します。 

4 それぞれの利用者について、通所介護計画に従ったサービスの実施状

況及び目標の達成状況の記録を行います。  

利用者居宅への送迎 

事業者が保有する自動車により、利用者の居宅と事業所までの間の送迎を

行います。 

ただし、道路が狭いなどの事情により、自動車による送迎が困難な場合は、

車いす又は歩行介助により送迎を行うことがあります。 

日常生活上

の世話 

食事の提供及び介

助 

食事の提供及び介助が必要な利用者に対して、介助を行います。 

また嚥下困難者のためのきざみ食、流動食等の提供を行います。 

入浴の提供及び介

助 

入浴の提供及び介助が必要な利用者に対して、入浴（全身浴・部分浴）の

介助や清拭（身体を拭く）、洗髪などを行います。 

排せつ介助 介助が必要な利用者に対して、排泄の介助、おむつ交換を行います。 

更衣介助 介助が必要な利用者に対して、上着、下着の更衣の介助を行います。 

移動･移乗介助 
介助が必要な利用者に対して、室内の移動、車いすへ移乗の介助を行いま

す。 
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服薬介助 
介助が必要な利用者に対して、配剤された薬の確認、服薬のお手伝い、服

薬の確認を行います。 

機能訓練 

日常生活動作を通

じた訓練 

利用者の能力に応じて、食事、入浴、排せつ、更衣などの日常生活動作を

通じた訓練を行います。 

レクリエーション

を通じた訓練 

利用者の能力に応じて、集団的に行うレクリエーションや歌唱、体操など

を通じた訓練を行います。 

器具等を使用した

訓練 

利用者の能力に応じて、機能訓練指導員が専門的知識に基づき、器械・器

具等を使用した訓練を行います。 

その他 創作活動など 利用者の選択に基づき、趣味･趣向に応じた創作活動等の場を提供します。 

 

 

 

（２）利用料 

 （一）所要時間３時間以上４時間未満の場合 

介護保険適用   単位 

要支援１  ４７５単位 

要支援２  ５２６単位 

要介護１  ５４２単位 

要介護２   ５９７単位 

要介護３   ６５３単位 

要介護４   ７０８単位 

要介護５   ７６２単位 

 

（二）所要時間４時間以上５時間未満の場合 

介護保険適用   単位 

要支援１   ４９７単位 

要支援２   ５５１単位 

要介護１   ５６９単位 

要介護２   ６２６単位 

要介護３   ６８４単位 

要介護４   ７４１単位 

要介護５   ７９９単位 

 

（三）所要時間５時間以上６時間未満の場合 

介護保険適用   単位 

要支援１  ７４１単位 

要支援２  ８２８単位 

要介護１  ８５８単位 

要介護２  ９５０単位 

要介護３   １，０４０単位 

要介護４   １，１３２単位 

要介護５   １，２２５単位 

 

（四）所要時間６時間以上７時間未満の場合 
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介護保険適用   単位 

要支援１  ７６０単位 

要支援２  ８５１単位 

要介護１  ８８０単位 

要介護２  ９７４単位 

要介護３   １，０６６単位 

要介護４   １，１６１単位 

要介護５   １，２５６単位 

 

（五）所要時間７時間以上８時間未満の場合 

介護保険適用   単位 

要支援１  ８６１単位 

要支援２  ９６１単位 

要介護１  ９９４単位 

要介護２   １，１０２単位 

要介護３   １，２１０単位 

要介護４   １，３１９単位 

要介護５   １，４２７単位 

 

（六）所要時間８時間以上９時間未満の場合 

介護保険適用   単位 

要支援１  ８８８単位 

要支援２  ９９１単位 

要介護１  １，０２６単位 

要介護２   １，１３７単位 

要介護３   １，２４８単位 

要介護４   １，３６２単位 

要介護５   １，４７２単位 

 

（３）各種加算 

介護保険適用   要介護 要支援 

個別機能訓練加算（Ⅰ） ２７単位 ２７単位 

個別機能訓練加算（Ⅱ）   ２０単位／月   ２０単位／月 

入浴介助加算（Ⅰ） ４０単位 ４０単位 

入浴介助加算（Ⅱ） ５５単位 ５５単位 

生活機能向上連携加算（Ⅰ） １００単位／月 １００単位／月 

生活機能向上連携加算（Ⅱ） ２００単位／月 ２００単位／月 

ADL維持等加算（Ⅰ） ３０単位／月  

ADL維持等加算（Ⅱ） ６０単位／月  

若年性認知症利用者受入加算 ６０単位 ６０単位 

栄養アセスメント加算 ５０単位／月 ５０単位／月 

栄養改善加算 ２００単位 ２００単位／月 

口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅰ） ２０単位 ２０単位 

口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅱ） ５単位 ５単位 

口腔機能向上加算（Ⅰ） １５０単位 １５０単位／月 
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口腔機能向上加算（Ⅱ） １６０単位 １６０単位／月 

科学的介護推進体制加算 ４０単位／月 ４０単位／月 

事業所による送迎を行わなかった場合 ４７単位／片道 ４７単位／片道 

２時間以上３時間未満の場合 上記（１）（二）の１００分の

６３ 

上記（１）（二）の１００分の

６３ 

サービス提供体制強化加算（Ⅰ） ２２単位 ２２単位 

サービス提供体制強化加算（Ⅱ） １８単位 １８単位 

サービス提供体制強化加算（Ⅲ） ６単位 ６単位 

延長加算（９時間以上１０時間未満の場合） ５０単位 ５０単位 

延長加算（１０時間以上１１時間未満の場合） １００単位 １００単位 

延長加算（１１時間以上１２時間未満の場合） １５０単位 １５０単位 

延長加算（１２時間以上１３時間未満の場合） ２００単位 ２００単位 

延長加算（１３時間以上１４時間未満の場合） ２５０単位 ２５０単位 

介護職員処遇改善加算（Ⅰ） 毎月算定単位の１８．１％ 毎月算定単位の１８．１％ 

介護職員処遇改善加算（Ⅱ） 毎月算定単位の１７．４％ 毎月算定単位の１７．４％ 

介護職員処遇改善加算（Ⅲ） 毎月算定単位の１５．０％ 毎月算定単位の１５．０％ 

介護職員処遇改善加算（Ⅳ） 毎月算定単位の１２．２％ 毎月算定単位の１２．２％ 

※ 介護保険の給付の範囲を超えたサービス利用は全額自己負担となります。 

 

○自費をいただくもの（介護保険適用外） 

食材料費用  ７００円 

レクリエーション材料費  実費 

オムツ  １００円 

複写物 一枚につき ５０円 

 

（２）交通費 

通常の事業の実施地域を越える場合の交通費。 

事業所から片道１５キロメートル未満 ５００ 円／１５キロメートル以上 １０００ 円。 

 

（３）キャンセル料 

 前営業日１６時までのご連絡の場合、キャンセル料はいただきません。 

利用日当日のご連絡、または前営業日１６時以降のご連絡の場合、食材料費分のキャンセル料を請求致します。 

 

（４）料金の支払方法 

毎月月末締めとし、翌月１０日頃に当月分の料金を請求いたしますので、翌月２６日までにお支払いください。

お支払い方法は、原則金融機関引き落としとさせていただきます。 

 

５ サービスの利用方法 

 

（１）サービスの利用開始 

まずはお電話などでお申し込みください。当社職員がお伺いいたします。通所介護計画作成と同時に契約を結び

サービス提供を開始します。 

※居宅サービス計画の作成を依頼している場合は、事前に介護支援専門員とご相談ください。 
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（２）サービスの終了 

① お客様のご都合でサービスを終了する場合 

サービスの終了を希望があればお申し出ください。 

② 当社の都合でサービスを終了する場合 

人員不足等やむを得ない事情により、サービス提供を終了させていただく場合がございます。 

③ 自動終了（以下の場合は、双方の通知がなくても自動的にサービス終了します） 

・ お客様が介護保険施設に入所した場合 

・ 介護保険給付でサービスを受けていたお客様の要介護認定区分が、非該当〔自立〕と認定された場合 

  ※この場合、条件を変更して再度契約することができます。 

・ お客様が亡くなられた場合 

④ その他 

・ 当社が正当な理由なくサービスを提供しない場合、守秘義務に反した場合、お客様やご家族などに対して社

会通念を逸脱する行為を行った場合、または当社が破産した場合、お客様は文書で解約を通知することによ

って即座に契約を解約することができます。  

・ お客様が、サービス利用料金の支払いを２ヶ月以上遅延し、料金を支払うよう催告したにもかかわらず３０

日以内に支払わない場合、またはお客様やご家族の方などが、当社や当社のサービス従業者に対して本契約

を継続し難いほどの背信行為を行った場合は、当社により文書で通知することにより、即座にサービスを終

了させていただく場合がございます。 

・ 風邪、病気等の際はサービスの利用を見合わせて無理な利用はお断りする場合がございます 

・ 当日の健康チェックの結果体調が悪い場合、サービスを変更または、中止することがあります。 

・ ご利用中に体調が悪くなった場合、サービスを中止することがあります。その場合ご家族に連絡の上、適切

に対応します。 

・ 他の利用者の健康に影響を与える可能性のある疾患（感染症）が明らかになった場合、速やかに事業所に申

告してください。治癒するまでサービスの利用はお断りさせていただきます。 

 

６ 虐待の防止について 

事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要な措置を講じます。 

（1） 虐待防止に関する責任者を選定しています。 

   虐待防止に関する責任者： 管理者  清野 紀子 

（2） 成年後見制度の利用を支援します。 

（3） 苦情解決体制を整備しています。 

（4） 従業者に対する虐待防止を啓発･普及するための研修を実施しています。 

（5） サービス提供中に、虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに関係機関に届け出ます。 

 

７ 身体拘束について 

事業者は、原則として利用者に対して身体拘束を行いません。ただし、自傷他害等のおそれがある場合など、

利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことが考えられるときは、利用者に対して説明し同意

を得た上で、次に掲げることに留意して、必要最小限の範囲内で行うことがあります。その場合は、身体拘束

を行った日時、理由及び態様等についての記録を行います。 

（1） 緊急性･･････直ちに身体拘束を行わなければ、利用者本人または他人の生命・身体に危険が及ぶことが考え

られる場合に限ります。 

（2） 非代替性････身体拘束以外に、利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことを防止すること

ができない場合に限ります。 

（3） 一時性･･････利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことがなくなった場合は、直ちに身体

拘束を解きます。 
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８ 秘密の保持と個人情報の保護について 

① 利用者及びその家族に関する秘密の保

持について 

 

① 事業者は、利用者の個人情報について「個人情報の保護に

関する法律」、「個人情報の保護に関する法律についてのガ

イドライン」及び「医療・介護関係事業者における個人情

報の適切な取扱いのためのガイダンス」を遵守し、適切な

取扱いに努めるものとします。 

② 事業者及び事業者の使用する者（以下「従業者」という。）

は、サービス提供をする上で知り得た利用者及びその家族

の秘密を正当な理由なく、第三者に漏らしません。 

③ また、この秘密を保持する義務は、サービス提供契約が終

了した後においても継続します。 

④ 事業者は、従業者に、業務上知り得た利用者又はその家族

の秘密を保持させるため、従業者である期間及び従業者で

なくなった後においても、その秘密を保持するべき旨を、

従業者との雇用契約の内容とします。  
② 個人情報の保護について 

 

① 事業者は、利用者及びその家族に関する個人情報が含まれ

る記録物（紙によるものの他、電磁的記録を含む。）につい

ては、善良な管理者の注意をもって管理し、また処分の際

にも第三者への漏洩を防止するものとします。 

② 事業者が管理する情報については、利用者の求めに応じて

その内容を開示することとし、開示の結果、情報の訂正、

追加または削除を求められた場合は、遅滞なく調査を行い、

利用目的の達成に必要な範囲内で訂正等を行うものとしま

す。(開示に際して複写料などが必要な場合は利用者の負担

となります。)  

 

９ 緊急時の対応方法 

サービス提供中に、利用者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、速やかに主治の医師への連絡を

行う等の必要な措置を講じるとともに、利用者が予め指定する連絡先にも連絡します。 

 

10 事故発生時の対応方法 

サービスの提供により事故が発生した場合は、利用者の所在する市町村、利用者のご家族、利用者に係わる居

宅介護支援事業者（介護予防にあっては地域包括支援センター）等に連絡するとともに、必要な措置を講じるも

のとします。 

 

11 心身の状況の把握 

サービスの提供に当たっては、居宅介護支援事業者が開催するサービス担当者会議等を通じて、利用者の心身

の状況、その置かれている環境、他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めるものとし

ます。 

 

12 居宅介護支援事業者等との連携 

① サービスの提供に当り、居宅介護支援事業者及び保健医療サービスまたは福祉サービスの提供者と密接な連

携に努めます。 

② サービス提供の開始に際し、この重要事項説明に基づき作成する「通所介護計画」の写しを、利用者の同意

を得た上で居宅介護支援事業者に速やかに送付します。 
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③ サービスの内容が変更された場合またはサービス提供契約が終了した場合は、その内容を記した書面または

その写しを速やかに居宅介護支援事業者に送付します。 

 

13 サービス提供の記録 

① 指定通所介護の実施ごとに、サービス提供の記録を行うこととし、その記録はサービスを提供した日から２

年間保存します。 

 ② 利用者は、事業者に対して保存されるサービス提供記録の閲覧及び複写物の交付を請求することができます。 

 

 

14 非常災害対策 

① 事業所に災害対策に関する担当者（防火管理者）を置き、非常災害対策に関する取り組みを行います。 

災害対策に関する担当者（防火管理者）職・氏名：（ 管理者 清野 紀子 ） 

② 非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連携体制を整備し、それらを定期

的に従業員に周知します。 

③ 年に2回避難、救出その他必要な訓練を行います。 

 

15 衛生管理等 

① 指定通所介護の用に供する施設、食器その他の設備又は飲用に供する水について、衛生的な管理に努め、又

は衛生上必要な措置を講じます。 

② 指定通所介護事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように必要な措置を講じます。 

③ 食中毒及び感染症の発生を防止するための措置等について、必要に応じて保健所の助言、指導を求めるとと

もに、常に密接な連携に努めます。 

 

16 提供するサービスの第三者評価の実施状況について 

実施の有無       ： なし  

実施した直近の年月日  ： なし  

実施した評価機関の名称 ： なし  

評価結果の開示状況    ： なし 

 

17 サービス内容に関する苦情 

⚫ 苦情相談窓口 

苦情相談窓口担当 管理者 清野 紀子 

受付日 月曜日～金曜日（ただし12月30日から1月3日までを除く） 

受付時間 午前８：３０～１７：３０ 

 

⚫ その他 

幕別町役場 保険課高齢者支援係 電話：０１５５－５４－３８１２ 

北海道国民健康保険団体連合会（苦情相談専用） 電話：０１１－２３１－５１６１ 
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【 会社の概要 】 

社名     株式会社 Regional Nurture 

社員数        4名（正社員のみ） 

設立          令和２年１２月１０日 

所在地    中川郡幕別町札内共栄町175-13 

 

代表者    代表取締役  清野 紀子 

 

【 事業内容 】 

居宅介護支援事業／認知症対応型通所介護事業 

 

認知症対応型通所介護 Story 

 

 説明者：             

 

※ 当事業所広報物への写真の使用の可否 

 

   許可します     許可しません 

 

私は、本書面に基づいて上記重要の事項の説明を受けて、その内容に同意したしました。 

 

           年   月   日 

利用者 

 

 

住所                                         

 

 

利用者氏名                     

 

利用者家族 

 

 

  住所                                         

 

 

氏名                         続柄          

 

代理人 

 

 

  住所                                         

 

 

氏名                     


